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証券コード　5911
平成28年６月10日

株 主 各 位
東京都港区芝浦四丁目４番44号

代表取締役社長 藤 井 久 司

第152回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第152回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席下さいますようご通
知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合には、書面によって議決権を行使することができますので、お
手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討下さいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示いただき、平成28年６月28日（火曜日）午後５時30分までに当社に到着するよ
うご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬　具

記

１.日 時 平成28年６月29日（水曜日）午前10時
２.場 所 千葉県船橋市山野町27番地　横河テクノビル　５階会議室
３.会議の目的事項

報 告 事 項 １.第152期(平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)事業報告、連結計算
書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２.第152期(平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金の配当の件
第２号議案 取締役10名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますようお願い
申し上げます。

◎本招集通知に掲載しております事業報告、連結計算書類および計算書類ならびに株主総会参　
考書類に修正が生じた場合は､修正後の事項を当社ホームページ（http://www.ybhd.co.jp/）
において周知させていただきます。
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（添付書類）

事　業　報　告

〔 平成27年４月１日から 〕平成28年３月31日まで

１．企業集団の現況に関する事項

１－１ 事業の経過及びその成果
当期における我が国経済は、企業収益や雇用環境に改善の傾向がみられ、景気は緩やか

な回復基調で推移いたしましたが、中東をはじめとする地政学的リスクの顕在化、中国経
済の減速、円高の進行など、下振れ懸念が拭いきれない、先行き不透明な状況が続いてお
ります。建設業界につきましては、首都圏を中心とする大型再開発などが活況を呈する一
方、地方の公共工事が減少するなど「まだら模様」の状況であり、当社グループの主力事
業であります国内新設橋梁の発注量につきましても、大型プロジェクトの減少などにより
低迷が続きました。
このような事業環境のもと、当社グループは橋梁事業を中心に総力を挙げ受注活動に取

り組みました結果、受注高は1,250億４千万円（前期比223億円増）となり、過去最高を更
新いたしました。売上高につきましても過去最高となる1,057億７千万円（同30億２千万
円増）となりました。また、営業利益は69億円（同５億円増）、経常利益は69億７千万円
（同３億７千万円増）、親会社株主に帰属する当期純利益は43億８千万円（同１億７千万
円増）と、それぞれ増益になりました。
以下、事業別の概況についてご報告いたします。

（橋梁事業）
国内新設橋梁につきましては、首都圏中央連絡自動車道などに代表される大型プロジェ

クトの減少により、発注量は前期をさらに下回り、昭和40年からの51年間で最低の水準と
なりました。このような状況下当社グループは、国土交通省発注工事につきましては高い
技術評価点を安定的に獲得することによりシェアアップを実現し、高速道路会社と地方自
治体につきましても北から南まで全国を網羅する積極的な営業展開が実を結び、さらに保
全工事につきましても大型の耐震補強工事などで受注量が拡大いたしました。そのため
橋梁事業の受注高は795億７千万円（前期比263億４千万円増）となり、過去最高を更新す
る結果になりました。主な受注工事といたしましては、国内新設工事は、北海道開発局・
清畠橋、新石狩大橋ＬＡ橋、中部地方整備局・霞４号幹線５－１工区、杭瀬川橋、梅之郷
南１高架橋、四国地方整備局・国分川橋、東日本高速道路・高畠深沼橋、中日本高速道
路・高森第二高架橋他４橋、西日本高速道路・浦添西原線１号橋他１橋、宮城県・八幡
橋、茨城県・幸久大橋、東京都・中防内５号線橋りょう、京都府・木津川橋、岡山県・河
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辺押入橋梁など、保全工事は、中日本高速道路・小田原地区鋼橋補修工事、西日本高速道
路・山中川橋他１４橋落橋防止、本州四国連絡高速道路・与島橋他１橋耐震補強（２期）
などを受注いたしました。
売上高につきましては期首の繰越工事高減少の影響が残りましたため、684億３千万円

（同８億９千万円減）となり、前期を僅かに下回りました。一方損益につきましては、工
事毎の原価削減、設計変更による増額の獲得等に努めてまいりました結果、営業利益は増
益の46億１千万円（同２億４千万円増）となりました。
主な売上工事といたしましては、国内新設工事は、関東地方整備局・町田立体高架橋、

東日本高速道路・新葛飾橋、首都高速道路・ＨＭ11～13工区、西日本高速道路・箕面イン
ターチェンジ、中国地方整備局・水島港臨港道路橋梁、四国地方整備局・那賀川大橋、熊
本県・新天門橋など、保全工事は、東日本高速道路・京葉道路作草部高架橋拡幅、東海旅
客鉄道・東海道新幹線大規模改修、西日本高速道路・関門橋補剛桁補修（Ⅲ期）などが売
り上げに立ちました。

（エンジニアリング関連事業）
エンジニアリング関連事業につきましては、システム建築事業の受注が６期連続で伸長

いたしました。一方、土木関連事業はトンネル関連の大型受注がありました前期実績には
届かず、エンジニアリング関連事業全体の受注高は423億７千万円（前期比45億３千万円
減）と前期を下回りました。業績につきましてはシステム建築事業の受注の増加に伴い増
収増益となり、売上高は339億２千万円(同38億７千万円増）、営業利益は26億４千万円
（同３億９千万円増）となりました。

（先端技術事業）
先端技術事業につきましては、精密機器製造事業の液晶パネル製造装置関連の需要が底

堅く、第４四半期には若干増加傾向となりましたため、受注高は前期を上回る30億９千万
円（前期比５億円増）となりました。売上高につきましては26億４千万円（同５千万円
増）と横這いにとどまり、営業利益につきましては、固定費の抑制等により４億３千万円
（同６千万円増）と若干の増益となりました。

（不動産事業）
不動産事業につきましては、売上高は横這いの７億７千万円（前期比２千万円減）、営

業利益も横這いの３億６千万円（同３千万円減）となり、今期も安定的な収入と利益を確
保いたしました。

（注）本事業報告において、「当社グループ」とは、会社法施行規則第120条第２項に用いられる「企業

集団」を意味するものとします。
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企業集団の受注高及び売上高
（単位：百万円、％）

区 分
受 注 高 売 上 高

金 額 金額比率 金 額 金額比率

橋 梁 事 業 79,571 64 68,434 65

エンジニアリング関連事業 42,375 34 33,924 32

先 端 技 術 事 業 3,095 2 2,646 2

不 動 産 事 業 － － 771 1

合 計 125,042 100 105,777 100

１－２　資金調達等についての状況

(1) 資金調達の状況

当社は、グループ全体の運転資金の調達を安全かつ効率的に行うため、総額70億円のコ

ミットメントライン契約、総額93億円の当座貸越契約、および総額45億円の長期借入契約

を取引銀行等と締結し、また国内無担保普通社債25億円を発行しております。

当期末現在の借入金総額は、前期末と比較して26億円減少し、69億円となりました。

(2) 設備投資の状況

①当期中に完成した主要設備

　　橋　　 梁　　 事　　 業 ：大阪工場　　生産設備の増設

　　エンジニアリング関連事業 ：千葉工場　　生産設備の増設

　②当期の投資総額は24億円であり、自己資金および金融機関からの借り入れにて賄ってお

ります。
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１－３　直前３事業年度の財産及び損益の状況
企業集団の財産及び損益の状況

（単位：百万円、１株当たりは円）

区 分
平成24年度
（第149期）

平成25年度
（第150期）

平成26年度
（第151期）

平成27年度
（第152期）

受 注 高 94,100 103,335 102,732 125,042

売 上 高 88,785 88,212 102,753 105,777

営 業 利 益 3,489 6,528 6,401 6,904

経 常 利 益 3,608 6,584 6,603 6,974

親会社株主に帰属する当期純利益 1,966 4,288 4,210 4,386

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 45.23 99.50 98.40 103.19

総 資 産 101,693 104,016 116,737 114,919

純 資 産 53,740 59,572 64,190 65,553

１ 株 当 た り 純 資 産 1,227.76 1,370.27 1,485.09 1,532.44

 (注)１．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年9月13日）等の適用により、当連結会計年度より「当

期純利益」の科目名称を「親会社株主に帰属する当期純利益」に変更しております。

２．平成26年度において、売上高の増加に伴い「受取手形及び完成工事未収入金等」が13,408百万円増加しましたため、総

資産額が増加しております。
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１－４　企業集団の対処すべき課題
平成28年４月22日16時30分頃、株式会社横河ブリッジが施工しております新名神高速

道路の橋梁工事現場におきまして、橋桁が国道に落下し、工事関係者１０名が死傷する
という大変痛ましい事故が発生いたしました。この重大事故に対しまして、当面は何を
おいても最優先で対応してまいります。

この事故でお亡くなりになられた方のご冥福をお祈りし、ご遺族の方々に衷心よりお
悔やみ申し上げます。そして負傷された方の一日も早い回復をお祈りいたします。また
近隣住民の方々には多大なるご迷惑、ご不便をお掛けし、誠に申し訳ございません。株
主の皆様をはじめ、関係各位には多大なご迷惑とご心配をおかけいたしましたことを、
心よりお詫び申し上げます。関係ご当局のご指導をいただきながら、事故の原因究明・
現場の復旧などに傾注いたしますとともに、再発防止と安全施工の徹底に取り組んでま
いります。

当社グループは平成28年度を初年度、平成30年度を最終年度とする３ヵ年の第４次中
期経営計画を策定し、その概要を平成28年２月に発表いたしました。このたびの事故に
よる業績の落ち込みも予想され、厳しいスタートとなりますが、最終年度の業績目標は
変更せず、売上高1,250億円、営業利益75億円、１株当たり当期純利益125円の達成を目
指してまいります。
橋梁事業につきましては横河ブリッジと横河工事の合併により「新設」と「保全」の

融合を推し進め、新設橋梁の受注に注力するとともに、全国的な需要増大が見込まれま
す橋梁の老朽化対策事業と、同じく大きな市場となります高速道路の大規模更新・大規
模修繕事業への取組みを強化し、これら橋梁保全事業をより大きな収益の柱に成長させ
てまいります。また、研究開発につきましても床版関連を中心に経営資源を投入してま
いります。
システム建築事業につきましては事業のさらなる拡大を目指し、営業所の新設とビル

ダー網の拡充により営業展開の強化を図り、生産能力の増強投資も行ってまいります。
またトンネル用セグメント、防潮堤などの土木関連事業につきましても、着実に施工実
績を積み重ね、新たなプロジェクトの受注につなげてまいります。

以上のような第４次中期経営計画を策定いたしましたが、当然のことながら最重要課
題は工事事故の防止でございます。全社を挙げて安全管理の徹底強化を図り、信頼の回
復に努めてまいります。
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１－５　企業集団の主要な事業（平成28年３月31日現在）

事　　業 主　要　な　製　品　・　事　業　内　容

橋 梁 事 業
新設橋梁の設計・製作・現場施工
既設橋梁の維持補修・保全
橋梁周辺事業としての鋼構造物・ＰＣ構造物・複合構造物の設計・製作・現場施工

エ ン ジ ニ ア リ ン グ
関 連 事 業

システム建築（商品名：ｙｅｓｓ建築）の設計・製作・現場施工
トンネル用セグメントなどの土木関連工事の設計・製作
海洋構造物、港湾構造物の設計・製作
可動建築システム（商品名：ＹＭＡ）の設計・製作・現場施工
超高層ビル鉄骨等の現場施工
ＰＣ構造物の設計・製作・現場施工
太陽光発電システムの現場据付
水処理装置（商品名：アクオン、パラクリンなど）の設計・製作・現場据付
鋼板遮水システムの設計・製作・現場施工

先 端 技 術 事 業 液晶パネル製造装置等向けの高精密フレームの構造解析・設計・製缶・精密加工、
その他の構造解析、情報処理、ソフトウェアの開発および販売

不 動 産 事 業 不動産賃貸事業
人材派遣業
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１－６　主要な営業所及び工場並びに従業員の状況（平成28年３月31日現在）
(1) 企業集団の主要な事業所

当 社 本 社 東京都港区

総合技術研究所 千葉市

株式会社横河ブリッジ 本 　 　 　 社 千葉県船橋市

大 阪 事 業 場 堺市

工 　 　 　 場
大阪工場（堺市）
いずみ工場（大阪府和泉市）
利根工場（茨城県古河市）

営 　 業 　 所
札幌市、仙台市、横浜市、名古屋市、大阪市、広島
市、福岡市、沖縄県那覇市

機材センター
利根機材センター（茨城県古河市）
播磨機材センター（兵庫県加西市）

株式会社横河システム建築 本 　 　 　 社 千葉県浦安市

工 　 　 　 場 千葉工場（千葉県袖ケ浦市）

営 　 業 　 所 仙台市、名古屋市、大阪市、福岡市

株式会社横河住金ブリッジ 本 　 　 　 社 茨城県神栖市

工 　 　 　 場 鹿島工場（茨城県神栖市）

営 　 業 　 所
仙台市、千葉県浦安市、名古屋市、大阪市、兵庫県
尼崎市、福岡市

株 式 会 社  崎 製 作 所 本 　 　 　 社 北海道室蘭市

工 　 　 　 場 室蘭工場（北海道室蘭市）

営 　 業 　 所 札幌市、仙台市

株式会社横河技術情報 本 　 　 　 社 千葉県浦安市

株式会社横河ニューライフ 本 　 　 　 社 千葉県浦安市

株式会社ワイ・シー・イー 本 　 　 　 社 千葉市浦安市
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(2) 従業員の状況

①　企業集団の従業員の状況

区 分 従業員数

橋 梁 事 業 　　　　　1,118名

エンジニアリング関連事業 　　　　　　380名

先 端 技 術 事 業 　　　　　　 80名

不 動 産 事 業      　　　　39名

全 社 （ 共 通 ） 　　　　　　 32名

合 計 　　　　　1,649名（前期末比23名増）

②　当社の従業員の状況

区 分 従業員数 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

合 計 42名（前期末比１名減） 41歳２カ月 17年６カ月

（注） 当社の従業員は、全員グループ会社からの出向者です。

１－７　重要な子会社の状況（平成28年３月31日現在）

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主要な事業内容

株 式 会 社 横 河 ブ リ ッ ジ 350百万円 100％ 鋼 構 造 物 製 造 業

株 式 会 社 横 河 シ ス テ ム 建 築 450百万円 100％ 建 設 業

株 式 会 社 横 河 住 金 ブ リ ッ ジ 499百万円 60％ 鋼 構 造 物 製 造 業

株 式 会 社  崎 製 作 所 350百万円 85％ 鋼 構 造 物 製 造 業

株 式 会 社 横 河 技 術 情 報 300百万円 100％ シ ス テ ム サ ー ビ ス 業

株 式 会 社 横 河 ニ ュ ー ラ イ フ 30百万円 100％ 不 動 産 管 理 事 業

－ 9 －
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１－８　主要な借入先及び借入額（平成28年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,100百万円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 2,500百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 1,000百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,000百万円

２．当社の株式に関する事項
(1) 発行可能株式総数 180,000,000株

(2) 発行済株式の総数 45,564,802株

(3) 株主数 6,492名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 3,526千株 8.39％

横 河 電 機 株 式 会 社 2,793千株 6.65％

新 日 鐵 住 金 株 式 会 社 1,987千株 4.73％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,246千株 2.96％

RBC ISB S/A DUB NON RESIDENT/TREATY RATE UCITS-CLIENTS ACCOUNT 900千株 2.14％

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 890千株 2.12％

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 874千株 2.08％

G O L D M A N , S A C H S  &  C O . R E G 775千株 1.84％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 763千株 1.81％

住 友 不 動 産 株 式 会 社 674千株 1.60％

（注）１．当社は、自己株式を3,566,475株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

－ 10 －
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３．当社の会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成28年３月31日現在）

氏       名 地位及び担当 重要な兼職の状況

吉　田　　　明 取締役会長（代表取締役） －

藤　井　久　司 取締役社長（代表取締役） －

髙　木　清　次
取締役社長室長兼総務部長

監査室・経理部・情報企画室担当
株式会社横河ニューライフ　代表取締役社長

名　取　　　暢 取締役（非常勤） 株式会社横河ブリッジ　代表取締役社長

猪　岡　修　治 取締役（非常勤） 株式会社横河システム建築　代表取締役社長

金　子　俊　一 取締役（非常勤） 株式会社横河技術情報　代表取締役社長

髙　田　和　彦

取締役技術総括室長兼新規事業

開発室長

総合技術研究所担当（非常勤）

株式会社横河ブリッジ　取締役

北　田　幹　直 取締役（非常勤）

森・濱田松本法律事務所　客員弁護士

シャープ株式会社　社外取締役

王子ホールディングス株式会社　社外監査役

アスクル株式会社　社外監査役

北　爪　恒　平 常勤監査役 －

深　沢　　　誠 常勤監査役 －

志々目　昌　史 監査役
志々目法律事務所　弁護士

澁澤倉庫株式会社　社外監査役

八　木　和　則 監査役

ＪＳＲ株式会社　社外取締役

ＴＤＫ株式会社　社外監査役

応用地質株式会社　社外取締役

－ 11 －
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氏       名 地位及び担当 重要な兼職の状況

西　山　重　良 監査役
株式会社高文　社外監査役

株式会社西日本書庫センター　社外取締役

（注）１．取締役北田幹直氏は、社外取締役であります。
２．監査役志々目昌史氏、八木和則氏および西山重良氏は、社外監査役であります。
３. 平成27年６月26日開催の第151回定時株主総会の終結の時をもって、取締役玉井尚治氏は辞任に

より退任しております。
４．監査役志々目昌史氏は、株式会社東京証券取引所の規定に基づく独立役員であります。
５．監査役八木和則氏は、長年、横河電機株式会社の経理・経営企画等の業務を担当しており、財務

および会計に関する相当程度の知見を有しております。

(2) 責任限定契約の内容の概要
当社は、当社定款に基づき、非業務執行取締役である北田幹直氏および監査役北爪恒平、

深沢誠、志々目昌史、八木和則、西山重良の５氏との間で、会社法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額

は法令が規定する額としております。

(3) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 ４名 139百万円

（うち社外取締役） （１名） （5百万円）

監 査 役 ５名 49百万円

（うち社外監査役） （３名） （15百万円）

合　　　計 ９名 188百万円

（うち社外役員） （４名） （21百万円）

(注) １．当事業年度末現在の取締役は８名（うち社外取締役は１名）､監査役は５名（うち社外監査役は
３名）であります。上記の取締役の支給人員と相違しておりますのは、無報酬の非常勤取締役
４名が在任しているためであります。

２．取締役の報酬限度額は平成13年６月28日開催の第137回定時株主総会において年額310百万円以
内と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は平成６年６月29日開催の第130回定時株主総会において年額60百万円以
内と決議いただいております。

４．上記「報酬等の総額」には、当期において計上した役員退職慰労引当金の繰入額34百万円（取
締役４名に対し29百万円、監査役５名に対し５百万円）を含んでおります。

－ 12 －
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(4) 社外役員に関する事項
①　重要な兼職先と当社との関係

社外役員の重要な兼職先は11頁に記載のとおりであります。

なお、兼職先と当社との間には特別の関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況

氏　名 出席・発言状況

取締役　北　田　幹　直

平成27年６月26日就任以降に開催された取締役会10回のうち９回に出

席しており、弁護士としての専門的見地から、議案審議等につき適宜必

要な助言、提言を行っております。

監査役　志々目　昌　史

当事業年度中に開催の取締役会13回のうち13回、監査役会14回のうち14

回に出席しており、弁護士としての専門的見地から、議案審議等につき

適宜必要な意見表明を行っております。

監査役　八　木　和　則

当事業年度中に開催の取締役会13回のうち12回、監査役会14回のうち13

回に出席しており、議案審議等につき適宜必要な意見表明を行っており

ます。

監査役　西　山　重　良

当事業年度中に開催の取締役会13回のうち13回、監査役会14回のうち14

回に出席しており、議案審議等につき適宜必要な意見表明を行っており

ます。

－ 13 －

当社の会社役員に関する事項



2016/05/27 15:05:12 / 15174890_株式会社横河ブリッジホールディングス_招集通知

４．会計監査人に関する事項

(1) 名称　　協和監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 43百万円

② 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 51百万円

(注) １．当社の子会社の株式会社横河ブリッジにつきましても、協和監査法人が会計監査人となっており
ます。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、①の報酬等の額
にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由

監査役会は、会計監査人から示された監査計画の内容、必要とする時間数およびそれらを

ベースにした会社の報酬額算定についての過年度実績、ならびに他社の実績も参考として慎

重に審議した結果、会社の提示する金額は妥当であると判断し、会計監査人の報酬等につい

て同意いたしました。

(4) 非監査業務の内容

該当するものはありません。

(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１号に定める事項に該当し、必要と認められる

場合、監査役の全員の同意により、会計監査人を解任いたします。

また、上記の場合のほか、監査役会は、会計監査人が適正に監査業務を遂行するのに重大

な支障をきたす事態が発生した場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再

任に関する議案の内容を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提

出いたします。

－ 14 －
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５．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と体制

(1) コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

横河ブリッジホールディングスグループ(以下、当社グループといいます)は、「社会公共

への奉仕と健全経営」の理念のもと、誠実なモノづくりを行い、良質で安全な社会インフラ

の整備等を通じて社会に貢献します。また、当社グループが有する豊富な人材と高い技術力

を活かし、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現させることで、ステーク

ホルダーからの信頼を獲得します。さらに、企業活動を進めるにあたっては良き企業市民と

しての自覚を持ち、法令や社会規範等を遵守するとともに、働く人々が信頼感で結ばれ、安

全で安心して生活できる企業づくりに努めます。その実現のため、以下の５点を基本方針と

して、コーポレートガバナンスの充実に取り組んでまいります。

①株主の権利を尊重し、株主の実質的な平等性を確保します。

②株主をはじめとするステークホルダーとの適切な協働に努めます。

③会社情報を適切に開示し、透明性を確保します。

④取締役会の役割・責務を適切に遂行し、透明かつ機動的な意思決定を行います。

⑤当社の長期安定的な成長の方向性を株主と共有して建設的な対話に努めます。

(2) コーポレートガバナンス体制の概要

当社は、取締役会、監査役会および会計監査人設置会社であり、当社を持株会社とするホ

ールディングス体制によるグループ経営を行っております。また、社外取締役１名、社外監

査役３名が取締役会の意思決定の過程や取締役の職務の執行状況を監督・監査しております。

さらに、事業に関することについて、事業会社から重要案件の事前承認や事業の遂行状況の

定期的な報告等を受け、事業会社間の調整を行い経営管理することで、グループの発展およ

び企業価値の向上に努めております。

（取締役会）

当社グループ経営の意思決定のため、取締役会を原則として月１回開催し、当社グルー

プの経営基本方針・計画等の策定および達成状況の評価、事業会社における重要な経営事

項、その他業務執行に関する重要事項の審議・決定ならびに各取締役の業務執行の監督を

行っております。

取締役のうち４名は事業会社の社長を兼務しております。さらに、当社の取締役でない

事業会社の社長３名も取締役会に出席しております。

（常務会）

当社は、業務執行を円滑に行うため、社外取締役を除く取締役、常勤監査役、事業会社

の社長で構成される常務会を、原則として月１回開催し、事業会社における重要な経営事

項、その他業務執行に関する重要事項について、必要な情報の提供を受けて審議を行って

います。社外取締役、社外監査役には、常務会の議事録を含む重要な資料を配付し、会社

－ 15 －
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の現況を確認できるよう、十分な情報を提供しております。

（監査役会）

監査役会は、常勤監査役２名、社外監査役３名の計５名で構成され原則月１回開催して

おります。監査役は取締役会、常務会、代表取締役との定期的な意見交換会等の重要な会

議に出席する他、内部監査部門である監査室および会計監査人との情報交換を通じて、意

思決定の過程を把握し、必要のあるときは意見を述べ、業務執行、財務、コンプライアン

ス、内部監査等の状況の報告を受けております。なお、社外監査役３名のうち１名は株式

会社東京証券取引所の規定に基づく独立役員であります。

（会計監査人）

当社は、会計監査人として協和監査法人を選任し、経営に関する正しい情報を随時提供

するとともに、期中を通じて会計監査人による監査を受けております。

－ 16 －
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当社グループのコーポレートガバナンス体制図

持株会社（横河ブリッジホールディングス）
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選任･解任 選任･解任 選任･解任
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６．業務の適正を確保するための体制等の決議の内容および運用状況の概要

(1)決議の内容の概要

横河ブリッジホールディングス(以下、YBHDといいます)グループの発展、企業価値および経営品質の向上

を目的として、取締役会において決議した、業務の適正を確保するための体制等の内容についての概要は次の

とおりであります。

①取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役は、その職務の執行にあたって、国内外全ての法令および定款、社内規定、マニュアル等(以下、

社内規定等といいます)を遵守するとともに、企業倫理や社会規範等を尊重し良識ある企業行動を心がける

旨制定した「ＹＢＨＤグループ企業行動憲章」(以下、企業行動憲章といいます)に基づき業務を適正に行い

ます。

取締役は、内部監査部門として設置した監査担当部(以下、監査担当部といいます)に、企業行動憲章遵守

の状況について業務監査を行わせます。また、内部通報制度として設置したイエローカードシステムの活用

の促進、その充実化を図ります。

反社会的勢力とは一切の関係を持たず、また、反社会的勢力からの不当要求に対しては、断固としてこれ

を拒否し毅然とした態度で臨みます。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会等の議事録および審議・報告資料その他取締役の職務執行に係る文書および情報等の保存および

管理については、文書規定に基づき適正に行い、また企業秘密および個人情報・個人番号の管理についても

社内規定等に基づき適正に行います。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

事業活動において懸念される事故、法令違反等の諸々の損失の危険の管理について、損失予防および発生

時の対応のため、社内規定等を適宜整備し、各部門においてはそれに基づき業務を実行し、また、自主監査

を行い、常時損失の予知と予防のための措置をとります。また、損失発生の予防を目的とした各種研修を実

施し、さらに、イエローカードシステムにより通報を行うことにより、損失を回避します。

大規模地震・水害等の災害および新型インフルエンザ等感染症の発生に備え策定した事業継続計画に基づ

き、事前の周到な対策と教育・訓練の実施を図るとともに、発生以降は、本計画に基づき、事業継続に向

け、速やかに適切な初動対応と復旧活動を行います。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

定期的に開催する取締役会および常務会においては、グループの経営基本方針・計画等の策定および達成

状況の評価、事業会社の重要な経営事項について、必要な情報の提供を受けて審議を行い、適法かつ妥当な

経営判断により決定を行い、また、事業会社の経営状況その他重要事項の報告を受けます。

経営基本方針・計画等の策定にあたっては、コンプライアンス確保、グループを取り巻く事業環境、なら

びに、要員、設備および資金等の経営資源の効率的配分等を基本的条件として審議し、その実行状況および

設定目標の達成度合を定期的にチェックします。
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⑤使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

全ての使用人は、企業行動憲章に基づき企業活動を行います。また、イエローカードシステムの活用によ

り法令違反、不正等を通報することにより、是正改善措置を行います。

⑥次に掲げる体制その他の当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ.当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社は、グループの業務の適正性確保のため、事業会社の経営管理の基準を定めた事業会社管理規定

に基づき、事業会社の主体性に配慮しつつ、事業会社を統括し経営管理を行い、重要案件については事

前承認を行い、また、説明・報告等を受けます。

ロ.当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、事業会社の定める内部統制システムの「損失の危険の管理に関する規程その他の体制」につ

いて、当社の内部統制システムの③の「損失の危険の管理に関する規程その他の体制」の各事項を自ら

に適合する内容をもって定めさせ、また、実施に向けた助言・協議および実施状況のモニタリング等を

通じて、実施させます。

ハ.当社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、事業会社の定める内部統制システムの「取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保

するための体制」について、当社の内部統制システムの④の「取締役の職務の執行が効率的に行われる

ことを確保するための体制」の各事項を自らに適合する内容をもって定めさせ、また、実施に向けた助

言・協議および実施状況のモニタリング等を通じて、実施させます。

ニ.当社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

当社は、事業会社の定める内部統制システムの「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制」および「使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制」について、当社の内部統制システムの①の「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制」および⑤の「使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制」の各事項を自らに適合する内容をもってそれぞれ定めさせ、また、実施に向けた助言・協議

および実施状況のモニタリング等を通じて、それぞれ実施させます。

ホ.その他の当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

監査担当部は、事業会社の企業行動憲章その他社内規定等の遵守状況について、自ら、または事業会

社監査担当部と連携して効率的かつ実効的な監査を実施し、また、監査役は、独自に、または監査担当

部ならびに事業会社の監査役および監査担当部に協力を求め、事業会社の監査を行います。

事業会社におけるイエローカード行為については、監査担当部は、事業会社監査担当部に対し、イエ

ローカードシステム規定により適切な対応・措置を行わせ、その対応・措置について、監査担当部に対

し報告させます。
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⑦監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役会直属の独立した組織として設置された監査役会事務局(以下、事務局といいます)に、監査役の職

務を補助し事務局業務を処理する事務局員を所属させており、監査役会議事録作成等の業務や業務監査の補

佐的な職務を行っております。

⑧事務局員の取締役からの独立性に関する事項

事務局員が他部門と兼職している場合、当該事務局員が監査役の指揮命令に基づいて職務を行うにあたっ

ては、取締役、所属長等からの介入的指揮命令は受けません。また事務局員の人事異動、評価等人事に関す

る処遇は、その独立性を考慮し、それぞれの事由により監査役会による同意・意見聴取等を行います。

⑨監査役の事務局員に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役が事務局員に対し指示を行った場合は、当該事務局員は当該指示に従いこれを確実に実行し、ま

た、当該事務局員は当該指示事項について守秘義務を負います。

⑩次に掲げる体制その他の監査役への報告に関する体制

イ.取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

監査役は、取締役会、常務会その他重要な会議に出席し、意思決定の過程を把握し、意見を述べ、業

務執行、財務、コンプライアンス、内部監査等の状況の報告を受けます。また、これら重要会議の議事

録および審議・報告事項の関係資料を閲覧します。

ロ.当社の子会社の取締役、監査役、使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告する

ための体制

監査役は、取締役会、常務会に出席し、事業会社の代表取締役から、当該事業会社に係る業務執行、

財務、コンプライアンス、内部監査等の状況の報告を受けます。また、これら重要な会議の議事録およ

び審議・報告事項の関係資料を閲覧します。

⑪前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体

制

当社および事業会社の使用人がイエローカードシステム等により通報を行った場合に、当該通報を行った

使用人が不利益な取扱いを受けないよう、イエローカードシステム規定の通報者保護に係る定めに基づき措

置します。

⑫監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他当該職務の執行について生ずる費

用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役が、監査の実施のために、弁護士、公認会計士その他社外の専門家に対して助言等を求め、または

調査、鑑定その他の事務を委託するなどし、これらに係る費用を請求するときは、これを拒むことはしませ

ん。

⑬その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役と代表取締役は定期的に会合をもち、事業環境や対処すべき課題等について意見交換を行い、また

監査担当部、会計監査人および事業会社監査役と定期的に協議をもち、緊密な関係を保っております。

(2)運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制等の運用状況についての概要は次のとおりであります。

－ 20 －

業務の適正を確保するための体制等の決議の内容および運用状況についての概要



2016/05/27 15:05:12 / 15174890_株式会社横河ブリッジホールディングス_招集通知

①取締役および使用人の職務執行の適正その他コンプライアンスに係る取組みの状況

取締役および使用人は、企業行動憲章に基づき、適正に職務を執行しており、監査担当部に、企業行動憲

章の遵守等のモニタリングを行わせており、必要があれば改善を進めております。

イエローカードシステムについては、その活用を促進し、また、運用改善を図っており、問題の早期発見

と改善措置に効果を挙げております。

反社会的勢力排除に係る対応は、企業行動憲章および具体的対応を記載した反社会的勢力への対応マニュ

アルに基づき、不当要求に対しては断固拒否し毅然と対応する体制としており、また、取引先との契約締結

に際しては、反社会的勢力排除条項の記載を必須のものとしております。

②取締役の職務執行の効率性確保の取組み状況

取締役会は、社外取締役１名を含む取締役８名で構成され、社外監査役３名を含む監査役５名も出席して

おります。当事業年度において取締役会は１３回開催し、各議案について審議し、報告事項の報告を受け、

また、業務執行状況等の監督を行い、活発な意見交換がなされており、意思決定および監督の効率性は確保

されております。

③損失の危険の管理の状況

事業活動において懸念される事故、品質不良、法令違反等の諸々の損失の危険に対しては、取締役会等で

適時に予防・改善措置について周知・確認等を行っており、事例発生の報告を受けた場合には再発防止策等

について指示徹底を図っております。さらに、YBHDグループ各社全部門が定期的に自らの部門の損失の危険

の管理状況を監査する自主監査の実施を通じて、グループ全体として損失の危険の発生予防への取組みを強

化しております。

また、災害等発生時の事業継続については、整備した事業継続計画の運用確認・検証の一環として、災害

発生時の安否確認システムに係る訓練を適宜実施しております。

④事業会社の経営管理の状況

当社によるグループ各事業会社への経営管理は、その基準を定めた事業会社管理規定に基づき、事業会社

を統括し経営管理を行っており、重要案件は事前承認を行い、また、説明・報告等を受けております。

また、各事業会社のコンプライアンスおよび損失の危険の管理等の業務の適正状況に関しても、各社監査

担当部の監査等を通じてモニタリングを行い、必要があれば適宜改善指導を行っております。

⑤監査役監査の実効性確保に係る取組みの状況

監査役会は、社外監査役３名を含む監査役５名で構成され、当事業年度において監査役会は１４回開催さ

れ、経営の適法・適正性、コンプライアンス等に関して幅広く検証、意見交換等を行いました。監査役は、

取締役会への出席および常勤監査役による常務会その他重要会議への出席、ならびに各部門への業務監査等

を通じて、業務執行の適法性および内部統制システムの整備・運用状況を確認しております。さらに、監査

担当部、会計監査人および事業会社監査役と定期的に協議をもち、相互の監査状況や結果等について情報提

供や意見交換を行うなど緊密な関係を保ち、実効的な監査を行っております。
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ＹＢＨＤグループ企業行動憲章

第１章　総　　　　則

（目　的）

第１条　横河ブリッジホールディングス（以下ＹＢＨＤという）グループ企業（以下グループ企業という）は、

創業者横河民輔の理念である「社会公共への奉仕と健全経営」をグループ企業の基本経営理念として継承し、

この憲章を定める（正式名称を、ＹＢＨＤグループ企業行動憲章という）。グループ企業およびその役員、

従業員、出向者、派遣社員等業務に従事する全ての勤務者は、企業行動を行ううえで、この憲章を遵守し、

社会的責任および公共的使命を常に認識し、かつ高い社会的信用を得るため、国内外全ての法令を遵守する

ことはもとより、企業倫理ならびに社会規範等を尊重し良識ある企業行動を心がけなければならない。

第２章　社会との関係

（社会への貢献）

第２条　社会の一員として積極的に社会貢献活動に参加し、社会の発展に寄与する。文化・芸術への支援、地

域社会への協力、ボランティア活動への参加、国際社会への貢献などの社会貢献活動を継続的に実施し、良

き企業市民として社会的責任を果たす。

（寄付行為・政治献金規制）

第３条　政治献金や各種団体等への寄付などを行う際には、公職選挙法や政治資金規正法等の関係法令を遵守

する。

２．各種献金・寄付の実施については、事前に職務権限規則等社内規定に則って行う。

３．贈賄や違法な政治献金を行わないことはもとより、政治、行政との癒着というような誤解を招きかねない

行動を厳に慎む。

☆公職選挙法、政治資金規正法、刑法

（☆は遵守すべき法律等を示し、法律についてはその関連施行令・施行規則・ガイドライン等を含むものとす

る。ただし遵守すべき社内規定・マニュアルについては省略する）

（反社会的勢力との関係断絶）

第４条　反社会的勢力には毅然として対応し一切関係を持たない。反社会的勢力などからの取引・金銭などの

要求は断固として拒否する。

２．会社または自らの利益を得るために、反社会的勢力を利用しない。総会屋等に対する利益供与（情報誌購

読・広告掲載等を含む）は行わない。

☆会社法

（環境保護・資源の保全）

第５条　製品の研究、開発、製造、施工および廃棄等にあたっては、常に環境保護の重要性を十分に認識し、

環境に関する法令等を遵守するとともに、自然保護や資源の保全に取り組み、また公害防止、省エネルギー

に配慮し事業を行う。
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２．環境保護意識の向上を図り、健全な物質循環社会の実現に向け、環境保護活動に積極的に参加する。

☆環境基本法、騒音規制法、振動規制法等の公害防止関係法

☆循環型社会形成推進基本法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、建設工事に係る資材の再資源化等に関す

る法律

（安全保障貿易管理と輸出入関連法令の遵守）

第６条　国際的な平和と安全の維持を妨げることとなる軍事関連技術の輸出を行わず、全ての輸出取引に関し

て取引先の概要および事業内容を十分に確認し、輸出貨物・技術が大量破壊兵器の開発・製造に用いられな

いことを確認する。

２．製品の輸出入にあたっては、関係法令に従って適切な輸出入通関手続きを行うとともに、輸出入禁制品の

輸出入は行わない。

☆輸出入貿易管理令

第３章　顧客、取引先との関係

（製品、工事の安全）

第７条　製品の製造、工事施工等にあたっては、常に安全性に留意して行動することとし、製品、工事の安全

に関する法律および安全基準を十分理解し遵守するとともに、安全衛生管理の徹底を図り、特に工事現場に

おいては安全を最優先に無事故、無災害を期して施工を行う。

２．製品、工事の安全性に関する問題、事故等の情報を入手した場合は直ちに事実関係を確認するとともに、

判明した事柄について、グループ企業危機管理マニュアルに基づき、関係部門に迅速かつ確実に連絡し、適

切な対応をとる。

☆労働安全衛生法、製造物責任法

（公正で自由な競争）

第８条　いかなる状況であっても、カルテルや談合、再販売価格の維持、優越的地位の濫用など独占禁止法違

反となるような行為を行わず、公正で自由な企業間競争を行う。

２．同業者間や業界団体において価格、数量、生産設備等についての協議、取決めを行ったり、入札談合を行

うなど不当な取引制限を行わない。

☆独占禁止法、独占禁止法遵守の手引き

（建設業関係法の遵守）

第９条　建設工事の受注に際しては適正な契約を書面により締結し、契約後は契約条項を誠実に履行し、発注

者の信頼に応えうる適正かつ効率的な建設工事を施工する。

２．契約後は代金の回収を確実に行い、また契約相手先の信用管理に注意を払い、不良債権発生の防止に努め

る。

３．建設業法その他事業に係わる関係業法に規定する許認可の取得および届出等の手続を確実に実施する。

４．業務受託等建設工事以外の受注についても前３項に準じて遵守する。

☆建設業法、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律
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（購入先との適正取引、発注関係法の遵守）

第10条　購入先、発注先との取引においては、相互の地位、権利、利益を尊重し、法令や正しい商慣習に則り、

公平かつ公正な契約を締結することとし、特に複数の購入先、発注先の中から適格者を選定する場合には、

品質、価格、納期、技術力、安定供給等諸条件を公平に比較、評価し最適な取引先を決定する。特定の業者

に有利な待遇を与えるため何人も影響力を行使しない。

２．製造委託、修理委託、情報成果物の作成、役務の提供等の発注先に対して、支払遅延等の行為を行わない

よう注意し契約、取引を行う。

☆下請代金支払遅延等防止法

（不正競争の防止、適正な広告宣伝）

第11条　不正な手段により他者の営業秘密を取得せず、使用しない。また不正な行為により取得されたもので

あることを知って他者の営業秘密を取得せず、使用しない。

２．広告宣伝活動にあたっては、虚偽や誇大な表現を排除するとともに、社会的差別や人権侵害にあたらない

ように行うこととし、また他人の商品または営業と混同を生じせしめるような広告、表示は一切使用しない。

３．ホームページ、カタログ・パンフレット類、新聞・雑誌広告などの広告宣伝物の作成にあたっては、前項

について注意を払って作成することとし、その内容について十分審査した後、発行、掲載する。

☆不正競争防止法、不当景品類及び不当表示防止法

（接待、贈答）

第12条　公務員またはこれに準ずる者に対する接待、贈答は行わない。

２．顧客や取引先に関して接待、贈答を行うこともしくは受けることは極力避けることとするが、やむを得な

い場合は、一般社会的な常識の範囲内とする。

☆刑法

第４章　株主、投資家との関係

（情報の開示、取扱）

第13条　株主、投資家等に対して、グループ企業の財務内容、事業活動状況等の経営情報を適時適正に開示す

る。

２．未公表の企業情報は外部漏洩しないよう厳正に管理するとともに、業務遂行上内部情報を知った場合は、

その情報が正式に公表されるまでは、株式、社債等有価証券の売買はしない。

☆金融商品取引法、東京証券取引所会社情報適時開示規則

第５章　従業員等との関係

（人権尊重、差別禁止）

第14条　従業員一人一人の人権を尊重するとともに、出生、国籍、人種、民族、信条、宗教、性別、年齢、各

種障害、学歴その他業務を進めるうえで関係のない非合理的な理由で差別は行わない。

２．業務上において暴力、罵声、誹謗中傷、威迫等による強制、いじめその他人権侵害は行わない。

３．イエローカードシステム規定の施行にあたっては、通報者および被通報者の人権その他諸権利の保護を図

る。
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（セクシュアルハラスメントの防止）

第15条　性的嫌がらせ、他人に性的嫌がらせと誤解されるおそれのある行為、相手に不快感を与える性的な言

動や行為は行わない。

☆男女雇用機会均等法

（個人情報の保護管理）

第16条　業務上知りえた役員、従業員等社内および社外関係者の個人情報については、業務目的のみに使用し、

外部に情報が漏洩しないよう厳重に管理する。

☆個人情報保護法

（労働関係法の遵守、職場の安全衛生）

第17条　労働関係法を遵守し、勤務日や勤務時間などの管理を徹底し、適切な労務管理を行う。過重労働、強

制残業などは一切行わない。

２．職場の整理、整頓に努め、清潔さを保ち快適な職場環境を維持することに努め、従業員就業規則における

安全衛生および防災の各条項を遵守し、社員の安全衛生と心身の健康増進を図る。

☆労働基準法、労働安全衛生法、労働者派遣法、健康増進法、消防法

第６章　会社財産との関係

（適正な会計処理）

第18条　会計帳簿への記載や伝票の記入にあたっては、関係法令や社内規定に従って正確に記載し、虚偽また

は架空の記載をしたり、簿外の資産、負債等の構築はしない。

２．不透明な金銭出納の排除を徹底するために、証拠書類、説明書類等の完備、社内監査体制の充実等に努め

る。

☆会社法、税法、金融商品取引法

（企業秘密の管理）

第19条　企業秘密（他社を含む）は厳重に管理して、社外に漏洩したり、業務目的以外の目的に使用しない。

２．企業秘密を社外に提供する場合は、秘密保持契約を結ぶなど予期せぬ漏洩の防止に備える。

３．他社の企業秘密を盗用したり、他社から許された目的以外には使用しない。

４．退職後も、会社および社外から入手した企業秘密を漏洩したり、いかなる目的にも使用しない。

☆不正競争防止法

（会社資産の適切使用）

第20条　会社の資産は、効率的に使用するとともに保護に努め、毀損、盗難等を防ぐよう適切に取り扱い、個

人的な目的で会社の資産や金員を使用しない。

☆刑法

（情報システムの管理）

第21条　会社の情報システム構築の際には、情報システムの安全確保のため必要な措置を行うこととし、外部

からの不正侵入やウィルス混入の防止策を講ずる。
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２．不正侵入が発生した場合には、情報資産および社外への被害拡大の防止や情報システムの復旧等に必要な

措置を迅速に実施し、再発防止策を講ずる。

３．他人のＩＤやパスワードを盗用したり、他人のコンピュータシステムに不正に侵入したりしない。

４．会社の情報システムに関わるＩＤやパスワードは厳重に管理し、社外への漏洩を防ぐとともに、情報資産

の廃棄にあたっては復元できないよう十分な措置を講ずる。

５．会社の情報システムは業務のためにのみ使用し、個人的な目的のために使用しない。

☆刑法、不正アクセス行為の禁止等に関する法律

（知的財産権の保護）

第22条　会社の知的財産権は、会社の重要な資産であり、これらを適切に利用し、その権利の保全に努める。

創作、技術開発による発明等については、速やかに特許等の出願を行い、また会社の知的財産権に対する侵

害の排除に努め、権利の保全を図る。

２．他者のコンピュータソフトの無断コピーなど、他者の知的財産権を侵害するような行為をせず、他者の知

的財産権は適切な契約を締結したうえで使用し、不正に使用しない。

☆特許・意匠・商標法等の産業財産権関係法、著作権法

第７章　実効的措置

（契約の締結および管理）

第23条　この憲章各章に規定する企業行動は、契約の締結をもって行うことを基本とする。締結される全ての

対外的な契約については、グループ企業社内部門は必ず事前に、契約の目的、内容、条件などの要旨および

その付属資料など（以下契約関係資料という）を準備し、契約締結に至るまでの審査時間を十分確保のうえ、

グループ企業監査担当部に契約関係資料を提出し審査を依頼する。

２．グループ企業監査担当部は、契約関係資料を十分審査し、必要な場合はＹＢＨＤ監査室および顧問弁護士

と連携し、調整のうえ成案を得た後、依頼部門に提示する。

３．依頼部門は、成案をベースに契約交渉を行い、確実に契約を締結し、契約書は当該部門にて管理する。

（関連規定・制度の整備）

第24条　この憲章各条項を実現するため、必要な規定・制度は速やかに制定・整備する。

２．この憲章ならびに関連規定が遵守されているか、常に監視するため、必要なシステムを構築する。

（通報、是正等）

第25条　この憲章の内容や解釈に関しての問合せ窓口はグループ企業監査担当部とする。

２．この憲章に違反する行為、または違反のおそれのある行為については、これを隠蔽してはならず、発見し

た場合は自ら行った場合を問わず、イエローカードシステム規定により、速やかに通報する。

３．この憲章に違反する行為、または違反のおそれのある行為があった場合は、グループ企業監査担当部およ

びＹＢＨＤ監査室が中心となって速やかに是正、改善措置を行う。

（罰　則）

第26条　この憲章に違反した者やこの憲章の違反を放置した者については、会社法その他法令、従業員就業規

則等に基づき措置する。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成28年３月31日現在） （単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形及び完成工事未収入金等

有 価 証 券

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

76,692

18,545

52,740

388

1,183

2,367

1,480

△14

38,226

18,815

6,130

2,288

9,760

380

255

942

867

75

18,468

15,438

142

2,448

438

流 動 負 債 37,421

支払手形及び工事未払金等 15,750

短 期 借 入 金 2,400

１年内償還予定の社債 2,500

１年内返済予定の長期借入金 3,732

未 払 法 人 税 等 2,208

未 成 工 事 受 入 金 2,570

工 事 損 失 引 当 金 3,821

賞 与 引 当 金 1,988

そ の 他 の 引 当 金 69

そ の 他 2,380

固 定 負 債 11,944

長 期 借 入 金 768

繰 延 税 金 負 債 1,576

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 670

退 職 給 付 に 係 る 負 債 8,546

そ の 他 382

負 債 合 計 49,365

純 資 産 の 部

株 主 資 本 61,192

資 本 金 9,435

資 本 剰 余 金 10,089

利 益 剰 余 金 44,399

自 己 株 式 △2,731

その他の包括利益累計額 3,166

その他有価証券評価差額金 4,114

土 地 再 評 価 差 額 金 △947

非 支 配 株 主 持 分 1,194

純 資 産 合 計 65,553

資 産 合 計 114,919 負 債 及 び 純 資 産 合 計 114,919
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連 結 損 益 計 算 書

(
平成27年４月１日から

)平成28年３月31日まで （単位：百万円）

売 上 高 105,777

売 上 原 価 91,155

売 上 総 利 益 14,621

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,716

営 業 利 益 6,904

営 業 外 収 益 399

受 取 利 息 ・ 配 当 金 273

為 替 差 益 9

そ の 他 115

営 業 外 費 用 330

支 払 利 息 94

コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー 96

団 体 定 期 保 険 料 51

前 受 金 保 証 料 43

そ の 他 43

経 常 利 益 6,974

特 別 利 益 257

投 資 有 価 証 券 売 却 益 102

退 職 給 付 制 度 一 部 終 了 益 155

特 別 損 失 337

固 定 資 産 処 分 損 269

投 資 有 価 証 券 評 価 損 67

そ の 他 0

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 6,894

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 2,768

法 人 税 等 調 整 額 △462

当 期 純 利 益 4,587

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 200

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 4,386
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連結株主資本等変動計算書

( 平成27年４月１日から )平成28年３月31日まで （単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 9,435 10,089 40,693 △2,135 58,082

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △680 △680

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 4,386 4,386

自 己 株 式 の 取 得 △595 △595

自 己 株 式 の 処 分 0 0 0

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 － 0 3,706 △595 3,110

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 9,435 10,089 44,399 △2,731 61,192

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分
純資産合計その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当連結会計年度期首残高 5,625 △947 434 5,112 995 64,190

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △680

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 4,386

自 己 株 式 の 取 得 △595

自 己 株 式 の 処 分 0

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) △1,511 － △434 △1,945 198 △1,747

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △1,511 － △434 △1,945 198 1,363

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 4,114 △947 － 3,166 1,194 65,553
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連 結 注 記 表

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記)

１．連結の範囲

連結子会社　㈱横河ブリッジ、㈱横河システム建築、㈱横河住金ブリッジ、㈱崎製作所、㈱横河技術情報、

㈱横河ニューライフ　６社

なお、当社の100％子会社である㈱横河ブリッジと、当社の100％子会社であった横河工事㈱は、平成27年４月１

日に締結した合併契約に基づき、平成27年10月１日付で合併しました。

２．持分法の適用

持分法適用関連会社　㈱ワイ・シー・イー　１社

３．会計方針

(1) 有価証券の評価基準および評価方法

①子会社株式および関連会社株式…………………… 原価法・移動平均法

②その他有価証券

時価のあるもの……………………………………… 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの……………………………………… 原価法・移動平均法

(2) たな卸資産の評価基準および評価方法

①未成工事支出金及び仕掛品………………………… 個別法による原価法

②原材料及び貯蔵品…………………………………… 連結子会社の㈱横河ブリッジ、㈱横河住金ブリッジ、㈱崎製作所および

㈱横河技術情報

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法による算定）

連結子会社の㈱横河システム建築

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法による算定）

(3) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

平成10年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）は定額法、それ以外は定率法

②無形固定資産

自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間（５年内）に基づく定額法

市場販売目的のソフトウェアは、残存有効期間に基づく均等配分額と見込販売数量に基づく償却額とのいずれか大きい額を計

上する方法

その他は定額法

(4) 引当金の計上基準

①貸倒引当金は、営業債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金は、従業員に対する賞与金の支給に備えるため、支給額を見積り当連結会計年度の負担に属する額を計上しており

ます。

③工事損失引当金は、受注工事の将来の損失発生に備えるため、当連結会計年度末における手持工事のうち、翌期以降の損失発

生が確実であり、かつ損失額を合理的に見積ることが可能な工事について、その損失見込額を計上しております。

④役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金等取扱規定に基づく当連結会計年度末要支給

額の総額を計上しております。
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(5) 収益および費用の計上基準
工事契約に係る売上高および売上原価の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。
(6）ヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・金利スワップ
ヘッジ対象・・・長期借入金の利息

③ヘッジ方針
借入金利の変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

④ヘッジの有効性評価の方法
金利スワップについては、特例処理を採用しているため、ヘッジの有効性の判定を省略しております。

(7) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき計上しております。ま
た、連結子会社の㈱横河住金ブリッジ、㈱横河技術情報および㈱崎製作所は小規模企業等における簡便法を採用しておりま
す。
数理計算上の差異は、連結子会社㈱横河ブリッジおよび㈱横河システム建築はその発生時の連結会計年度に全額費用処理し

ております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（１年）による定額法により費用処理しておりま

す。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定

額基準によっております。
②消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

(会計方針の変更に関する注記)
（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、「連結財務
諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）および「事業分離等に関す
る会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、
支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生
した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合について
は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させる方
法に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更および少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っており
ます。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結計算書類の組替えを行っております。
企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)および事業分離等会計基

準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。
これによる連結計算書類に与える影響はありません。

(連結貸借対照表に関する注記)
１．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　29,851百万円
２. たな卸資産の内訳は次のとおりです。

未成工事支出金及び仕掛品　　　　　　　　 316百万円
原材料及び貯蔵品　　　　　　　　　　　　 867百万円

３．当座貸越契約および貸出コミットメントライン契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うために取引銀行６行と当座貸越契約および取引銀行５行と貸出コミットメントライン

契約を締結しております。
これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越契約極度額および貸出コミットメントラインの総額 16,300百万円
借入実行残高 2,400百万円
差引額 13,900百万円
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(連結損益計算書に関する注記)
１．売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額は1,470百万円であります。
２．退職給付制度一部終了益

連結子会社横河工事㈱（平成27年10月１日連結子会社㈱横河ブリッジと合併）は、平成27年４月30日付にて確定給付企業年金
制度を廃止し、退職一時金制度へ移行しております。当該移行に伴い「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計
基準適用指針第１号）および「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第２号）を適用し、
この結果、当連結会計年度に「退職給付制度一部終了益」155百万円を特別利益に計上しております。

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項
（単位：千株）

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

発行済株式

普通株式 45,564 － － 45,564

計 45,564 － － 45,564

自己株式

普通株式 3,011 555 0 3,566

計 3,011 555 0 3,566

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加555千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加554千株、単元未満株式の買取り

による増加０千株であります。また、減少０千株は、単元未満株式の買増し請求による減少であります。

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 340百万円 8.00円 平成27年３月31日 平成27年６月29日

平成27年11月９日
取締役会

普通株式 340百万円 8.00円 平成27年９月30日 平成27年11月26日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 335百万円 利益剰余金 8.00円 平成28年３月31日 平成28年６月30日

(金融商品に関する注記)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については資金運用要領等に則り、短期運用を中心に、元本の安全性、リスク分散を考慮した運

用を行うこととし、また資金調達については銀行借入および社債発行による方針であります。また、デリバティブ取引は、借

入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、グルー

プ各社の債権管理規定等に従い、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

有価証券及び投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、定期的に時価等を把握するなどの方法により管

理しております。

営業債務である支払手形及び工事未払金等は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。また、短期借入金は、主に

営業取引に係る資金調達であります。
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また、営業債務、社債および借入金は、流動性リスクに晒されていますが、グループ各社からの報告に基づき適時に資金繰

計画を作成・更新するなどの方法により管理しております。

長期借入金については、借入金利の変動リスクを回避するため、固定金利による借入れならびに金利スワップ取引による固

定化を図っております。

２．金融商品の時価等に関する事項

平成28年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりで

あります。
（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額（※）

時価（※） 差額

（１）現金預金 18,545 18,545 －
（２）受取手形及び完成工事未収入金等 52,740 52,740 －
（３）有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 15,542 15,542 －
（４）支払手形及び工事未払金等 (15,750) (15,750) －
（５）短期借入金 (2,400) (2,400) －
（６）一年内償還予定の社債 （2,500) (2,504) (4)
（７）一年内返済予定の長期借入金及び
　　　長期借入金

(4,500) (4,506) (6)

（８）デリバティブ取引 － － －

（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

(1）現金預金

これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(2）受取手形及び完成工事未収入金等

これらはそのほとんどが短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3）有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引所の価格または取引金融機関等から提示さ

れた価格によっております。

(4）支払手形及び工事未払金等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(5）短期借入金、(6)一年内償還予定の社債、（7）一年内返済予定の長期借入金及び長期借入金および(8)デリバティブ

　　取引

短期借入金、一年内償還予定の社債、一年内返済予定の長期借入金及び長期借入金の時価につきましては、元利金の

合計額を同様の借入または社債発行を行った場合において想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており

ます。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理

された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定しておりま

す。

なお、金利スワップ取引は、特例処理を採用し、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長

期借入金と一体として処理されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

（注2）非上場株式（連結貸借対照表計上額285百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積ることができず、

時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。
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(賃貸等不動産に関する注記)

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社および一部の子会社では、東京都その他の地域に賃貸用の建物（土地を含む）を有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
　（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価
3,265 8,511

(注1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した金額であります。

(注2）当連結会計年度の主な増加は、横河西巣鴨ビルの保有目的を賃貸用不動産に変更したことによります。

(注3) 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行

ったものを含む）であります。

(１株当たり情報に関する注記)

１．１株当たり純資産額 1,532円44銭

２．１株当たり当期純利益 103円19銭

(重要な後発事象に関する注記)

平成28年４月22日、当社連結子会社である株式会社横河ブリッジが施工する新名神高速道路の橋梁工事現場において、架設作業中

の鋼製橋桁が国道176号上に落下し、工事関係者10名が死傷する事故が発生いたしました。関係ご当局のご指導をいただきながら、事

故の原因究明等を進めておりますものの、現時点では、現場の復旧費用等、事故に伴う損失を合理的に見積もることは困難な状況で

あります。

(注)　事業報告、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表に記載した金額、株式数について

は、記載桁未満を切り捨てております。

－ 34 －

連結注記表
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貸　借　対　照　表
(平成28年３月31日現在） （単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 預 金

売 掛 金

有 価 証 券

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

17,281

13,746

26

388

2,553

149

9

406

36,905

10,255

2,648

75

82

7,122

326

71

20

51

26,577

14,806

9,040

14

2,452

263

流 動 負 債 9,204

短 期 借 入 金 2,400

１年内償還予定の社債 2,500

１年内返済予定の長期借入金 3,732

未 払 金 467

未 払 法 人 税 等 39

預 り 金 4

そ の 他 60

固 定 負 債 1,304

長 期 借 入 金 768

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 220

預 り 保 証 金 316

負 債 合 計 10,509

純 資 産 の 部

株 主 資 本 39,835

資 本 金 9,435

資 本 剰 余 金 10,081

資 本 準 備 金 9,142

そ の 他 資 本 剰 余 金 939

利 益 剰 余 金 23,049

利 益 準 備 金 960

そ の 他 利 益 剰 余 金 22,089

圧 縮 積 立 金 15

別 途 積 立 金 18,500

繰 越 利 益 剰 余 金 3,573

自 己 株 式 △2,731

評価・換算差額等 3,842

その他有価証券評価差額金 3,842

純 資 産 合 計 43,677

資 産 合 計 54,186 負 債 及 び 純 資 産 合 計 54,186

－ 35 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書

( 平成27年４月１日から )平成28年３月31日まで （単位：百万円）

売 上 高 3,149

売 上 原 価 942

売 上 総 利 益 2,206

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,285

営 業 利 益 921

営 業 外 収 益 423

受 取 利 息 ・ 配 当 金 406

そ の 他 17

営 業 外 費 用 216

支 払 利 息 59

社 債 利 息 29

コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー 96

有 価 証 券 売 却 損 27

そ の 他 3

経 常 利 益 1,128

特 別 利 益 102

投 資 有 価 証 券 売 却 益 102

特 別 損 失 291

固 定 資 産 処 分 損 223

投 資 有 価 証 券 評 価 損 67

税 引 前 当 期 純 利 益 940

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 70

法 人 税 等 調 整 額 △30

当 期 純 利 益 900

－ 36 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

( 平成27年４月１日から )平成28年３月31日まで （単位：百万円）

株主資本
評価・換算

差額等

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金
資本
準備金

その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余

金合計圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益

剰余金

当 期 首 残 高 9,435 9,142 939 10,081 960 16 18,500 3,353 22,830 △2,135 40,211 5,306 45,517

当 期 変 動 額

圧縮積立金の積立 0 △0 － － －

圧縮積立金の取崩 △1 1 － － －

剰 余 金 の 配 当 △680 △680 △680 △680

当 期 純 利 益 900 900 900 900

自 己 株 式 の 取 得 △595 △595 △595

自 己 株 式 の 処 分 0 0 0 0 0

株主資本以外の項目の当期

変 動 額 ( 純 額 ) △1,464 △1,464

当期変動額合計 － － 0 0 － △0 － 220 219 △595 △376 △1,464 △1,840

当 期 末 残 高 9,435 9,142 939 10,081 960 15 18,500 3,573 23,049 △2,731 39,835 3,842 43,677

－ 37 －

株主資本等変動計算書
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個 別 注 記 表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１．有価証券の評価基準および評価方法

(1) 子会社株式および関連会社株式…………………… 原価法・移動平均法

(2) その他有価証券

①時価のあるもの……………………………………… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

②時価のないもの……………………………………… 原価法・移動平均法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

平成10年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）は定額法、それ以外は定率法

(2) 無形固定資産

自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間（３年）に基づく定額法

その他は定額法

３．引当金の計上基準

役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金等取扱規定に基づく期末要支給額の総額を計

上しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・長期借入金の利息

③ヘッジ方針

借入金利の変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

④ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理を採用しているため、ヘッジの有効性の判定を省略しております。

(2) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

(会計方針の変更に関する注記)
（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、および「事
業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当事業年度
から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当事業年度の期首以後実施
される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の計算書類
に反映させる方法に変更しております。
企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)および事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過

的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しております。
これによる計算書類に与える影響はありません。

－ 38 －

個別注記表
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(貸借対照表に関する注記)

１．有形固定資産の減価償却累計額 4,324百万円

２．当座貸越契約および貸出コミットメントライン契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うために取引銀行６行と当座貸越契約および取引銀行５行と貸出コミットメントライン

契約を締結しております。

これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越契約極度額および貸出コミットメントラインの総額 16,300百万円

借入実行残高 2,400百万円

差引額 13,900百万円

３．関係会社に対する金銭債権および金銭債務

短期金銭債権 2,609百万円

短期金銭債務 51百万円

(損益計算書に関する注記)

関係会社との取引高

売上高 2,445百万円

営業費用 345百万円

営業取引以外の取引高 1,387百万円

(株主資本等変動計算書に関する注記)

当事業年度末日における自己株式の数

普通株式 3,566千株

(税効果会計に関する注記)

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

１．繰延税金資産（流動）

未払事業税 7百万円

その他有価証券評価差額 1百万円

その他 0百万円

繰延税金資産（流動）合計 9百万円

２．繰延税金資産（固定）

役員退職慰労引当金 67百万円

投資有価証券評価損 323百万円

会員権評価損 88百万円

固定資産減損損失 135百万円

子会社株式 4,080百万円

その他 27百万円

計 4,722百万円

評価性引当額 △565百万円

繰延税金資産（固定）合計 4,156百万円

３．繰延税金負債（固定）

固定資産圧縮積立金 △6百万円

その他有価証券評価差額 △1,696百万円

繰延税金負債（固定）合計 △1,703百万円

４．繰延税金資産（固定）の純額 2,452百万円

－ 39 －

個別注記表
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(関連当事者との取引に関する注記)

子会社および関連会社等

種類 会社等の名称
資本金
(百万円)

議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
（百万円）

科　目
期末残高
（百万円）

子会社 ㈱横河ブリッジ 350
（所有）
直接100％

土地・建物の賃貸、事業
の経営管理、運転資金の
貸付

不動産の賃貸(注1) 255

事業の経営管理(注2) 539

運転資金の貸付(注3) 11,102 短期貸付金 286

貸付金利息（注3） 164

子会社
㈱横河システム
建築

450
（所有）
直接100％

土地の賃貸、不動産の売
却、事業の経営管理、資
金の代理運用

不動産の賃貸(注1) 176

事業の経営管理(注2) 211

不動産の売却（注5） 1,016 － －

資金の代理運用(注4) 2,750

子会社
㈱横河住金ブリ
ッジ

499
（所有）
直接60％

運転資金の貸付 運転資金の貸付(注3) 566 短期貸付金 1,646

子会社 ㈱崎製作所 350
（所有）
直接85％

運転資金の貸付 運転資金の貸付(注3) 745 短期貸付金 620

子会社
㈱横河ニューラ
イフ

30
（所有）
直接100％

不動産の管理 不動産の管理業務(注1) 264 未払金 33

取引条件および取引条件の決定方針等

（注１）市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

（注２）当社が各子会社との間に締結した経営管理契約に基づき、取引条件を決定しております。

（注３）運転資金の貸付金利息については、市場金利を勘案して決定しております。

（注４）資金の代理運用利息については、市場金利を勘案して決定しております。

（注５）不動産の売却価額については、当社の帳簿価額にて決定しております。

（注６）上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消費税等を含めております。

(１株当たり情報に関する注記)

１．１株当たり純資産額 1,039円98銭

２．１株当たり当期純利益 21円18銭

(注)　貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表に記載した金額、株式数については、記載桁未満を切り捨て

ております。

－ 40 －

個別注記表
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連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年５月10日

株式会社　横河ブリッジホールディングス

取　締　役　会　御中
協　和　監　査　法　人

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 髙 山 昌 茂 

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 小 澤 昌 志 ㊞

業務執行社員 公認会計士 坂 本 雄 毅 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社横河ブリッジホールディングスの平成27年４月１日から平成

28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及

び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示す

ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要

と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査

を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目

的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ

た適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営

者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社横

河ブリッジホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、平成28年４月22日に連結子会社である株式会社横河ブリッジが施工する新名神高速

道路の橋梁工事現場において橋桁が落下する事故が発生した。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上

－ 41 －

連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
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計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年５月10日

株式会社　横河ブリッジホールディングス

取　締　役　会　御中

協　和　監　査　法　人

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 髙 山 昌 茂 

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 小 澤 昌 志 

業務執行社員 公認会計士 坂 本 雄 毅 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社横河ブリッジホールディングスの平成27年４月１日か

ら平成28年３月31日までの第152期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計

画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手

続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて

選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連す

る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの

評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 42 －

計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第152期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作
成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)　監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取

締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門

その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しまし
た。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取
締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及
びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３
項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成
17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1)　事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告
の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2)　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人協和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3)　連結計算書類の監査結果
　会計監査人協和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年５月12日

株式会社横河ブリッジホールディングス　監査役会
常 勤 監 査 役 北 爪 恒 平 
常 勤 監 査 役 深 沢 　 誠 
社 外 監 査 役 志々目　昌　史 
社 外 監 査 役 八 木 和 則 
社 外 監 査 役 西 山 重 良 

以　上

－ 43 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の配当の件

　当社は、株主の皆様に対する利益配分を最重要施策の一つとして認識し、業績ならびに今後

の事業展開に伴う資金需要などを総合的に勘案のうえ、安定した配当を継続することを基本方

針としております。

　当期の期末配当金につきましては、この基本方針に基づき、１株につき８円といたし、中間

配当金(１株につき８円)とあわせ１株につき年１６円と、前期に比べ２円の増配をいたしたい

と存じます。

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　当社普通株式１株につき金８円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は、335,986,616円となります。

③　剰余金の配当が効力を生ずる日

　平成28年６月30日といたしたいと存じます。

－ 44 －

剰余金の配当議案
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第２号議案　取締役10名選任の件

　取締役全員(８名)は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、当社

経営体制ならびにコーポレートガバナンス強化等を図るため、取締役２名を増員し、取締役10

名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 　 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

１
よし だ あきら

吉 田 明

(昭和20年９月30日生)

昭和44年４月　当社入社

平成８年６月　取締役業務本部総務部長

    10年６月　取締役業務本部副本部長兼総務部長

    14年６月　常務取締役業務本部長兼総務部長

    16年６月　常務取締役業務本部長兼監査室長

　　17年６月　常務取締役監査室長

　　18年６月　代表取締役常務取締役監査室長

　　19年８月　代表取締役専務取締役

　　22年６月　代表取締役社長

　　26年６月　代表取締役会長

　　　　　　　現在に至る

62,200株

２
ふじ い ひさ し

藤 井 久 司

(昭和23年９月22日生)

昭和46年４月　当社入社

平成８年６月　取締役生産本部長

　  10年６月　取締役建築本部長

    14年６月　常務取締役建築環境本部長

    15年10月　常務取締役

    15年11月　当社取締役退任

　            株式会社崎製作所代表取締役社長

　　19年４月　株式会社横河橋梁(現株式会社横河ブリッジ)

　　　　　　　代表取締役社長

    19年６月　株式会社崎製作所取締役退任

　　19年８月　当社取締役

　　21年10月　株式会社横河住金ブリッジ代表取締役社長

　　24年６月　同社取締役退任

　　26年６月　当社代表取締役社長

　　　　　　　株式会社横河ブリッジ取締役退任

　　27年６月　同社代表取締役社長

　　　　９月　同社取締役退任

　　　　　　　現在に至る

60,800株

－ 45 －

取締役選任議案
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候 補 者
番 　 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

３
たか ぎ きよ つぐ

髙 木 清 次

( 昭 和 3 4 年 2 月 2 日 生 )

昭和58年４月　当社入社

平成23年10月　理事人事部長

　　25年10月　理事総務部長

　　26年６月　取締役社長室長兼総務部長

　　　　　　　経理部・情報企画室担当

　　　　　　　株式会社横河ニューライフ代表取締役社長　

　（現任）

　　27年10月　取締役社長室長兼総務部長

　　　　　　　監査室・経理部・情報企画室担当

　　　　　　　現在に至る

　[重要な兼職の状況]

　 株式会社横河ニューライフ代表取締役社長

10,300株

４

※
みや もと ひで のり

宮 本 英 典

(昭和37年２月23日生)

昭和59年４月　当社入社

平成19年10月　経理部部長

　　21年６月　経理部長

　　24年10月　理事経理部長

　　　　　　　現在に至る

3,000株

５
な とり とおる

名 取 暢

(昭和31年３月20日生)

昭和54年４月　当社入社

平成16年６月　取締役橋梁営業本部副本部長兼営業第一部長

　　17年６月　取締役橋梁営業本部長兼営業第一部長

　　17年10月　取締役橋梁営業本部長

　　19年８月　当社取締役退任

　　　　　　　株式会社横河ブリッジ取締役橋梁営業本部長

　　20年６月　同社常務取締役橋梁営業本部長

　　23年６月　同社常務取締役技術計画室長

　　24年６月　当社代表取締役専務取締役社長室長

　　　　　　　株式会社横河ニューライフ代表取締役社長

　　　　　　　株式会社横河ブリッジ取締役退任

　　26年６月　当社取締役

　　　　　　　横河工事株式会社代表取締役社長

　　27年９月　同社取締役退任

　　　　10月　株式会社横河ブリッジ代表取締役社長

　　　　　　　（現任）

　　　　　　　現在に至る

　[重要な兼職の状況]

　 株式会社横河ブリッジ代表取締役社長

36,800株

－ 46 －

取締役選任議案
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候 補 者
番 　 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

６

※
おお しま てる ひこ

大 島 輝 彦

(昭和33年９月18日生)

昭和56年４月　当社入社
平成13年10月　システム建築事業部袖ケ浦工場長兼管理課長

　兼生産課長
　　14年４月　株式会社横河システム建築袖ケ浦工場長
　　　　　　　兼生産課長
　　16年10月　同社袖ケ浦工場長
　　17年６月　同社取締役袖ケ浦工場長兼生産情報部長
　　17年10月　同社取締役千葉工場長兼生産情報部長
　　18年10月　同社取締役千葉工場長
　　22年６月　同社常務取締役千葉工場長
　　22年10月　同社常務取締役
　　　　　　　現在に至る
　[重要な兼職の状況]
　 株式会社横河システム建築代表取締役社長　就任予定

34,800株

７
かね こ しゅん いち

金 子 俊 一

(昭和33年12月16日生)

昭和58年４月　当社入社
平成21年10月　株式会社横河ブリッジ理事技術本部技術研究

　所長
　　23年６月　同社理事設計センター設計第一部長
　　25年７月　株式会社横河技術情報理事
　　26年６月　当社取締役
　　　　　　　株式会社横河技術情報代表取締役社長
　　　　　　　（現任）
　　　　　　　現在に至る
　[重要な兼職の状況]
　 株式会社横河技術情報代表取締役社長

7,300株

８
たか た かず ひこ

髙 田 和 彦

(昭和34年６月11日生)

昭和60年４月　当社入社
平成20年10月　株式会社横河ブリッジ理事橋梁生産本部
　　　　　　　設計第一部長
　　23年６月　当社取締役総合技術研究所担当
　　　　　　　株式会社横河ブリッジ取締役設計センター長
　　　　　　　兼技術本部長・安全品質管理室担当
　　27年10月　同社取締役技術本部長兼安全品質管理室長
　　　　　　　兼設計本部長
　　28年５月　同社取締役技術本部長兼安全品質管理室長
　　　　　　　兼設計本部長兼業務本部総務第一部長(現任)
　　　　　　　現在に至る
　[重要な兼職の状況]
　 株式会社横河ブリッジ常務取締役　就任予定

11,511株

－ 47 －

取締役選任議案
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候 補 者
番 　 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

９
きた だ みき なお

北 田 幹 直

(昭和27年１月29日生)

昭和51年４月　検事任官(東京地方検察庁)

　　62年７月　在米日本国大使館一等書記官

平成９年４月　法務省刑事局国際課長

　　14年４月　外務省大臣官房監察査察官

　　20年７月　千葉地方検察庁検事正

　　21年１月　公安調査庁長官

　　22年12月　札幌高等検察庁検事長

　　24年１月　大阪高等検察庁検事長

　　26年１月　退官

　　　　３月　森・濱田松本法律事務所客員弁護士(現任)

　　　　６月　シャープ株式会社社外取締役(現任)

　　　　　　　王子ホールディングス株式会社社外監査役

　　　　　　　(現任)

　　　　８月　アスクル株式会社社外監査役(現任)

　　27年６月　当社取締役

　　　　　　　現在に至る

　[重要な兼職の状況]

　 森・濱田松本法律事務所　客員弁護士

　 王子ホールディングス株式会社　社外監査役

　 アスクル株式会社　社外監査役

0株

１０

※
かめ い やす のり

亀 井 泰 憲

(昭和27年９月５日生)

昭和50年４月　三菱レイヨン株式会社入社

平成17年６月　同社執行役員機能樹脂事業部長

　　20年４月　同社執行役員人事部長

　　22年６月　同社執行役員

　　　　　　　ダイヤニトリックス株式会社

　　　　　　　代表取締役社長

　　25年４月　三菱レイヨン株式会社執行役員

　　　　　　　ＡＮブロック担当

　　27年４月　同社顧問

　　28年３月　同社退社

　　　　　　　現在に至る

0株

－ 48 －

取締役選任議案
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(注)1.※は新任の候補者であります。

2.各候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。

3.当社は北田幹直氏との間で、当社への損害賠償責任を限定する契約を締結しており、その契約の内容は、

第152期事業報告の「3.当社の会社役員に関する事項 (2)責任限定契約の内容の概要」(P12)に記載のと

おりであり、同氏が取締役に再選され就任した場合は、同氏との当該契約を継続する予定であります。

また、亀井泰憲氏が取締役に選任され就任した場合は、同氏との間で同様の責任限定契約を締結する予

定であります。

4.候補者北田幹直氏および亀井泰憲氏は社外取締役の候補者であり、各候補者の、会社法施行規則第74条

第4項第2号以下で該当する事項等につきましては、以下のとおりであります。

(1)候補者北田幹直氏について

①同氏は、現在、当社の社外取締役であり、また、法曹界等で要職を歴任され、これまで培ってきた

豊富な経験および幅広い見識を活かして当社取締役会の意思決定および取締役の職務の執行の監

督など社外取締役としての役割を発揮していただきたく、社外取締役の候補者とするものでありま

す。

②同氏が当社の社外取締役に就任してからの年数(本定時株主総会終結の時まで)は、1年であります。

(2)候補者亀井泰憲氏について

①同氏は、三菱レイヨン株式会社の執行役員等を歴任され、これまで培ってきた豊富なビジネス経験

および幅広い見識を活かして当社取締役会の意思決定および取締役の職務の執行の監督など社外

取締役としての役割を発揮していただきたく、社外取締役の候補者とするものであります。

②同氏が取締役に選任され就任した場合には、株式会社東京証券取引所の規定に基づく独立役員とな

る予定であります。

－ 49 －

取締役選任議案
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第３号議案   監査役２名選任の件

監査役志々目昌史、西山重良の２氏は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますの

で、監査役２名の選任をお願いするものであります。

監査役候補者は次のとおりであります。なお、本議案の本総会への提出につきましては、監

査役会の同意を得ております。

候補者

番  号

氏 名

（ 生 年 月 日 ）
略歴、地位および重要な兼職の状況

所 有 す る

当社株式の数

１
し し め まさ し

志 々 目 昌 史

（昭和3 0年２月1 6日生）

  　　昭和61年４月 弁護士登録（第一東京弁護士会所属）

  　　平成９年10月 志々目法律事務所開設

          18年６月 当社監査役

          23年６月 澁澤倉庫株式会社社外監査役（現任）

　　　　　　　　　 現在に至る

　[重要な兼職の状況]

　 志々目法律事務所弁護士

　 澁澤倉庫株式会社社外監査役

9,300株

２
にし やま しげ よし

西 山 重 良

（昭和2 5年９月2 4日生）

  　　昭和48年４月 株式会社第一勧業銀行入行

  　　平成９年４月 同行市場金融部長

          11年４月 同行投資銀行部長

          12年８月 第一勧業証券株式会社理事

          12年10月 みずほ証券株式会社常務執行役員

                   インベストメントバンキングプロダクト

グループ長

          13年５月 同社常務執行役員アドバイザリー

                   第二グループ長

          17年６月 同社取締役副社長

          20年４月 同社理事

          21年６月 株式会社西日本書庫センター社外取締役

                   （現任)

          22年１月 株式会社高文社外監査役(現任)

          24年６月 当社監査役

　　　　　　　　　 現在に至る

　[重要な兼職の状況]

　 株式会社高文社外監査役

　 株式会社西日本書庫センター社外取締役

2,300株

－ 50 －

監査役選任議案
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(注)1.各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

2.当社は志々目昌史氏および西山重良氏との間で、当社への損害賠償責任を限定する契約を締結しており、

その契約の内容は、第152期事業報告の「3.当社の会社役員に関する事項 (2)責任限定契約の内容の概

要」(P12)に記載のとおりであり、両氏が監査役に再選され就任した場合は、両氏との当該契約を継続す

る予定であります。

3.候補者志々目昌史氏および西山重良氏は社外監査役の候補者であり、各候補者の、会社法施行規則第76

条第4項第2号以下で該当する事項等につきましては、以下のとおりであります。

(1)候補者志々目昌史氏について

①同氏は、現在、当社の社外監査役であり、また、弁護士として企業法務に精通し、これまで培って

きた豊富な経験および幅広い見識を活かして当社の監査体制の強化など社外監査役の役割を発揮

していただきたく、社外監査役の候補者とするものであります。

②同氏が当社の社外監査役に就任してからの年数(本定時株主総会終結の時まで)は、10年でありま

す。

③同氏は、現在、株式会社東京証券取引所の規定に基づく独立役員であり、同氏が監査役に再選され

就任した場合には、引き続き独立役員となる予定であります。

(2)候補者西山重良氏について

①同氏は、現在、当社の社外監査役であり、また、みずほ証券株式会社の取締役副社長等を歴任さ

れ、これまで培ってきた豊富なビジネス経験および幅広い見識を活かして当社の監査体制の強化な

ど社外監査役の役割を発揮していただきたく、社外監査役の候補者とするものであります。

②同氏が当社の社外監査役に就任してからの年数(本定時株主総会終結の時まで)は、４年でありま

す。

③同氏が監査役に再選され就任した場合には、株式会社東京証券取引所の規定に基づく独立役員とな

る予定であります。

以　上

－ 51 －

監査役選任議案
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株主総会会場ご案内図

場所　　千葉県船橋市山野町27番地　横河テクノビル　５階会議室
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